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会派／質問議員 質問施策区分 質問事項 答弁者

合併以来、組織の機構改革が２回行われたが、抜本的な改革が行われているか。

人事は組織の要である。総務課の人事給与係を人事課に上げ、また行財政改革の担当課のあり方を考える必要が

あると思うが。

市長の思いを各部に浸透させ、合理的かつ効率的に運営できる市長公室の設置が必要と考えるが。

本庁の組織再編と併せて地域行政組織再編を含めた再編計画を策定し、実現すべしと考えるが。

組織再編と行財政改革を確実に進めるためにも市長公室の中に外部からの参与を置き、行革担当として対応すべき

と考えるが。

合併算定替え終了に向け、一般財源総額にソフトランディングできるよう行財政改革と併せて合併特例債の発行計画

（５年）　を盛り込んだ中期財政計画を作成すべきと考えるが。

小学校跡施設利活用と支所機能の課題について、今一度将来に向けた在り方を検討すべきではないか。

新しい介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）への移行に向けた準備状況について伺う。

要支援１・２の方へのサービスは守られるか。

介護保険制度の見直しで、福祉用具レンタルについて、要介護２以下の利用者の「原則自己負担」を提案している。こ

れに対する見解を伺う。

園部地区の保育所の現状に対する認識を伺う。

保育所増設の考えはあるか。

保育士確保が大きな課題だが、今後の見通しは。公的保育を守る上で、有資格者の採用と処遇改善が必要では。

本年度予算に駅舎改築に関する予算が計上された。その後のJR西日本との協議内容について伺う。

覚書・協定書締結までの具体的なスケジュールを伺う。

駅舎改築までの協議内容や、市の取り組み状況は定期的に公表するべきでは。

駅舎改築はまちづくりを進める上で最重要課題である。市民への説明会や、協議を行う場が必要では。

耐震診断結果の数値が低い施設に対する今後の方向性を伺う。 市 　　長

市民のための総合的な教育、文化施設としての重要性と、その施設の在り方を伺う。 教 育 長

点在する多くの施設機能集約をはかるのか。それとも、施設整備（維持管理）に努めるのかを伺う。

災害が発生した場合、道路などをふさぐ土砂の速やかな撤去や、防災拠点となる八木・日吉地域の防災広場から運

び出される大型土のうなど、その資材運搬について伺う。

多くの避難場所がある中で、警戒区域の範囲内に避難場所としての指定がある場合、その対応と対策について伺う。

土地が有るにも関わらず、警戒区域内に住居など建築ができないおそれがある場合、他の場所で安全な対策をする

ための費用がかかり、移転もできにくい。どのように考えておられるか伺う。

人権政策 人権擁護施策推進について

人権擁護施策推進南丹京丹波実行委員会が、今年２月に発足され、今後、京丹波町と多くの人権問題にどのように

取り組まれ、課題に向けて推進をされていくのかを伺う。

生産年齢の増加策が税収に繋がると考えるが見解を問う。

市は、中心部で人口増の施策を実施している。子育て世代が移り住みたくなるまちづくりの基本は、子育ての支援、教

育の充実などが上げられるが市長の見解を問う。

仕事と家庭の両立支援について

男女共同参画社会基本法では男女共同参画社会の形成に配慮しなければならないと示され、市の「男女共同参画基

本計画」には、仕事と家庭の両立支援を示しているが、仕事と家庭の両立支援を市は施策にどのように反映している

のか見解を問う。

共働き家庭等の「小1の壁」の解消に向けた「放課後児童健全育成事業(放課後児童クラブ)」については、厚労省・文

科省が示す「放課後子ども総合プラン及び放課後児童健全育成事業の実施について」に示されているが、市が実施し

ている事業との整合性を問う。

厚労省と文科省は、平成３１年度までに児童の放課後対策の充実を示している。国が目標値を定め対策を示している

が国の対策に対する教育長の見解を問う。

文書及び文言の扱いについて

附帯決議に対する教育長の見解は、３月議会の答弁で示されているが、社会教育課は国会の附帯決議を説明文に

使用し運営委員会に配布しているが教育次長の見解を問う。

農政 鳥獣被害対策について

国は、鳥獣被害対策でシカ・イノシシ・サルの生息数等の半減目標を示し、地域の実情に応じた対策が不可欠と示し

ているが市長の見解を問う。

市　　　長

担当部長

市の収集する廃棄物から発生する食品ロスの実態と、その削減への取り組みは。

教育施設における学校給食や食育・環境教育を通して、食品ロス削減の啓発及び食べ残しの現状は。

各家庭や事業者が一体となった食品ロス削減に向けた取り組み推進の考えは。

災害備蓄食品未利用分の消費期限前での有効活用の観点から、フードバンク等への寄付等の検討は。

本庁舎が使用できなくなった場合の代替え庁舎の特定は。

業務継続計画（ＢＣＰ）の策定は。

水害対策の一環としてタイムライン作成の取り組みは。

新生児聴覚検査を受けている新生児の割合は。

検査結果の把握で、患者への継続支援に繋がっているのか。

公費助成の導入など受診を促す対応について、市長の見解は。

市 　　長

「放課後児童健全育成事業」の実施について

教 育 長

教育次長

防災対策 土砂災害について

市　  　長

担当部長

効果的な税収について

行財政

社会教育

公明党

　

　林　　　茂

　（一問一答）

質問予定日

　6月9日　午後

医療

社会教育施設整備について

活緑クラブ

　松尾　武治

　（一問一答）

質問予定日

　6月9日　午後

子育て支援 保育所について

平成２８年第２回南丹市議会６月定例会一般質問通告文書表

（個人質問）

質問要旨

日本共産党南丹

市議会議員団

　仲　　絹枝

　（一問一答）

質問予定日

　6月9日　午前

まちづくり 八木駅舎改築について

教育行政

無所属クラブ

　前田　義明

　（一問一答）

質問予定日

　6月9日　午後

市　　　長

行政組織再編 抜本的な行政組織再編について

行財政改革

みらい南丹

　野中　一秀

　（一問一答）

質問予定日

　6月9日　午前

抜本的な行財政改革について

市   　長

担当部長

介護保険事業について福祉

環境施策

全ての赤ちゃんに新生児聴覚検査を

熊本地震を踏まえ災害の備え

市　   長

教 育 長

市　　　長

担当部長

食品ロス削減運動について

防災・減災
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熊本地震の支援対策について 熊本地震では、甚大な被害が発生している。激甚災害を経験した我が市の対応は。

地域防災計画の整合性・適合性について

国内における過去の大災害において、地域防災計画の不備が指摘された。市の防災計画の認識と適合性について

伺う。

地震防災アクションプランについて 防災の具体的な実効性の高い行動計画は、アクションプランの策定に有ると思う。見解を伺う。

熊本地震における被害の大半は、家屋の損壊に起因している。　防災の観点から、対策について伺う。

災害対策の核拠点となる庁舎の対策は。

自主防災組織について

災害対応は、自助・共助・公助が基本原則であるが、共助は重要な役割を果たす。特に地域の実情を把握する自主

防災組織の果たす役割は大きい。現状と活動状況について伺う。

南丹市地域創生戦略が策定され、人口減少の克服と地域社会の活性化に向けて施策展開がされる。市長の

認識と方向性を伺う。

総合戦略の的確な遂行には、市長のリーダーシップが求められる。市長の見解を伺う。

地域支援施策について

人事支援制度の活用により、地方創生担当部長が派遣されてきた。国との連携を深め、直接地域創生の分野で職務

を担当していただくことは、有意義である。在任期間は２年であるが、抱負を伺う。

社会施設 園部公民館、八木公民館の改修・改築について 耐震診断の結果、利用者の多くは対応に苦慮する状況である。今後の方向性を伺う。

市　　 長

教 育 長

八木駅舎の改修について

本年４月１日付にて「ＣＬＴ」が公示に基づく構造計算等を行うことにより、大臣の認定を受けることなく、建築確認によ

り建築が可能となった。国や府も国産木材の需要推進に力を入れている中、全国初のＣＬＴ駅舎の建設が必要と思う

が。

デジタルサイネージの導入について

サイネージとは「電子看板」の事であり、駅舎の待合所等に設置の必要性があるのではないか。各地で先進的に設置

されている事もあるので、方法や内容等を検討し、導入に向けて検討ができないものか。

地域の活性化について

農村民泊やグリーンツーリズムなどの「農家体験」や「農業体験」は、今後の観光事業になる。中国の爆買いが一段落

した後には、体験や文化・伝統などとのふれあいを求める傾向になって行くと予想されている。観光事業の今後を伺

う。

回る経済について 地域に富を蓄積・循環させる「回る経済」の仕組み作りが必要ではないか。

スモールマートについて 持続可能な地域経済活性化への挑戦が地域創生戦略の一つと思うが。

ＴＰＰ合意案の影響見込み額を京都府が発表した。南丹市での影響見込み額はどの程度か。

市内農家の標準的な米の生産経費は労働費を含めてどの程度か。米価の現状で再生産は可能と考えるか。

ＴＰＰで農産物の輸出の可能性をどう考えているか。

南丹市の農業振興は、複合経営の担い手を増やすと共に、家族経営の支援が重要であり、農家への直接支払制度

の継続と充実が必要と思うが。

国会でのＴＰＰ審議は９月に延期されたが、総合的にみて批准すべきでないと考えるが、見解はどうか。

総務関係 小学校跡施設の利活用について 市の支援は１０年間としているが、改めてその内容について伺う。

教育関係 園部・八木公民館の利用停止対策

両公民館は、耐震強度の不足が判明し、利用停止せざるを得ない現状にある。改修の見通しと、その間の文化祭

など利用対策をどう考えているか。

市　　 長

教 育 長

本年４月１日から京都府より移管された「桂川中流流域下水道施設」の移管条件の評価と管理状況について伺う。

平成27年度までも流域下水道への負担金が発生していたが、移管にともない施設運営等での実質的な本市の負担

増額について伺う。

「公共下水道」、「特定環境保全公共下水道」、「農業集落排水施設」それぞれの財政状況について伺う。

相当厳しい財政状況である下水道特別会計の現状認識について伺う。

基準内繰入金及び基準外繰入金について他の特別会計との整合性を問う。

長期財政計画及び平成32年4月から予定されている企業会計化について問う。

厳しい財政運営の中で施設統合等の合理化や水洗化率及び有収率の向上等、下水道事業者として財政健全化に向

けた努力について伺う。また、世代間の負担の公平性の観点から使用料金の改定の必要性について伺う。

ふるさと納税について 本市における現状と今後の展望について伺う。

広告収入事業について

全国の自治体は厳しい財政状況の中、自主財源確保に向けてネーミングライツ等、広告収入事業が盛んに行われて

いる。本市の現状と今後の可能性について伺う。

義務教育における児童、生徒の校内やクラブ活動、登下校中の損害賠償責任が発生する事故対応について、その現

状と認識について問う。

損害賠償責任保険加入において、財政支援の考えはないか問う。

まちの活性化とＰＲ マスコミ各社への対応について 市の活性化やＰＲのためにはマスコミ各社との協調や連携が不可欠であると考えるが、その現状について伺う。

市　　　長

担当部長

まちづくりと活性化 中心市街地の活性化の具体策について

数千万円もの血税を投じてきた中心市街地の活性化事業であるが、一向にその成果は見出せていないと考える。費

用対効果を鑑み、一定の修正と方向性を決定しなければならない最終段階に来ていると考える。市として、現状を踏

まえ今後の具体策について問う。

市　　　長

教 育 長

市　　 長

市   　長

市　　　長

担当部長

教育行政 児童、生徒の損害賠償責任について

みらい南丹

　廣瀨　孝人

　（一問一答）

質問予定日

　6月10日　午前

活緑クラブ

　川勝　儀昭

　（一問一答）

質問予定日

　6月10日　午後

市　　　長

担当部長

下水道 下水道事業について

無所属クラブ

　村　好高

　（一問一答）

質問予定日

　6月10日　午後

日本共産党南丹

市議会議員団

　野村　　健

　（一問一答）

質問予定日

　6月10日　午前

財政

ＴＰＰと農業振興について

平成２８年第２回南丹市議会６月定例会一般質問通告文書表

（個人質問）

都市計画

農林商工

農業振興

丹政会

　橋本　尊文

　（一問一答）

質問予定日

　6月9日　午後

地域創生戦略について

防災

住宅の耐震化について

地域創生

市　　　長

担当部長



№3

全国育樹祭の取り組み状況を伺う。

「京都丹波高原国定公園」本市としての取り組み状況を伺う。

ビジターセンター等の関連施設の建設について取り組み状況は。

豊かな森を育てる基金を創設された。活用についての考えを伺う。

農業振興 鳥獣被害対策について 鳥獣被害対策として、電柵及び防除網の設置に対する補助金制度がある。予算執行について伺う。

１８歳から選挙権が認められた。市長の考えを伺う。

投票入場券の配布方法等について伺う。

投票所及び期日前投票の在り方について伺う。

障がい者雇用について本市の状況を伺う。

障がい者雇用に対する企業支援及び雇用の安定について。

障がい者支援に対する取り組みについて伺う。

土砂災害特別警戒区域内にある廃校の利活用に係る安全対策ついての進捗状況と今後の考え方を伺う。

再編後１年が経過したが、地元が策定された跡地利活用計画に基づく、法的な進捗状況や地域取り組みと協働担当

職員の関りの現状と今後について伺う。

農林 市の「森の京都」推進計画について

「森の京都」推進計画に基づき、平成２７年、２８年度事業が予算化され、取り組みが進められているが、目標として

「次世代を担う子供たちが森の恩恵を享受できるまち」が掲げられている。森を育て、山を守る林業体験学習等を通

じ、次世代を担う子供たちの教育を進める必要があると考えるが、市長の考えを伺う。

役割についての考えは。

次の観点から整理を検討すべきではないか。

　（１）開催状況、答申状況、設置期間の精査を。

　（２）議会、議員との関係整理を。

　（３）本来業務と報酬の関係整理を。

　（４）所管課の事務の軽減と簡素化を。

検討開始時期とスケジュール、検討すべきポイントは。

　（１）財政規模について。

　（２）自主財源、義務的経費、特別会計への繰出し金について。

次の観点からの検討が必要ではないか。

　（１）合併特例債を活用する事業の早期確定を。

　（２）公共施設の維持管理費削減に向けた「誘導策」の検討を。

　（３）普通建設事業費の上限設定と計画的執行を。

地方交付税制度の改悪の動きに必要な意見表明を。

森の京都の取り組みについて

市  　　長

担当部長

市  　　長

担当部長

諮問機関（審議会、検討委員会など）について

財政 次期中期財政計画について

丹政会

　谷尻　宣雄

　（一問一答）

質問予定日

　6月10日　午後

市  　　長

担当部長

日本共産党南丹

市議会議員団

　鞆岡　　誠

　（一問一答）

質問予定日

　6月13日　午前

園部、八木中学校ブロックにおける小学校跡地

利活用計画の進捗状況について

小学校跡地利活用

１８歳選挙権に対する取り組みについて

組織

福祉行政 障がい者支援について

平成２８年第２回南丹市議会６月定例会一般質問通告文書表

（個人質問）

地域振興

公明党

　

　木戸　德吉

　（一問一答）

質問予定日

　6月10日　午後

行政推進



№4

熊本地震では、避難の在り方や避難所運営、支援物資の分配、罹災証明書の発行など、さまざまな面で課題が指摘

されている。熊本地震での課題を踏まえ、本市の防災対策について検証するとともに、必要な対策を検討し、防災計

画に盛り込むなどの取り組みが重要と考える。そこで、以下の事項について、その現状と課題、対策の見直しと新たな

検討などの考えについて問う。

「車中泊避難」という新たな態様への対応について。

避難所運営を担う専門的な人材の確保について。

専門的な災害ボランティアの活用について。

食料等の備蓄について。

被災者情報の管理・共有について。

効率的な被害状況の収集について。

被害認定調査要員の確保と事前研修について。

仮設住宅用地の確保について。

市役所の「業務継続計画」（ＢＣＰ）について。

災害対応拠点となる庁舎の防災対応について。

避難所の非構造部材を含めた耐震化について。

災害時に援護が必要な世帯での「家具転倒防止器具設置」の推進について。

市内木造住宅の耐震化の推進について。

防犯推進事業の計画と防犯カメラ設置に対する市長の考えを伺う。

府補助金等を活用した地域での防犯カメラ設置について。

２８年度の整備計画を伺う。

南丹市公衆無線ＬＡＮサービスの外国人旅行者の認証方法について。

Ｗi-Ｆiフリースポット設置支援事業の成果について伺う。

今後のＷi-Ｆi環境活用について伺う。

登録者数と、現状に対する評価を伺う。

今後の対応について。

市補助金による観光イベントについて市長の評価を伺う。

モータースポーツでの林道使用について。

熊本地震での課題を踏まえた本市の防災・災害

対策の検証と必要な対策について

市　　　長

担当部長

メール配信サービスについて

Ｗi-Ｆiについて

防犯カメラについて

平成２８年第２回南丹市議会６月定例会一般質問通告文書表

（個人質問）

無所属クラブ

　山下　秋則

　（一問一答）

質問予定日

　6月13日　午前

防災・災害対策

イベントによる観光振興について

市　    長

市　　　長

担当部長

市　    長

丹政会

　谷尻　昌史

　（一問一答）

質問予定日

　6月13日　午後

防犯対策

情報

観光振興


